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司会（倉重篤郎企画委員・毎日論説委員長）

ＴＰＰの７回目の勉強会であります。きょう

は、元外務官僚で、現在、日本総研国際戦略研

究所理事長の田中均さんをお呼びしました。安

全保障的な観点からみたＴＰＰ問題という切

り口でお話をいただきます。 

米軍再編、普天間問題等々の動きもあります

ので、その辺の話も、もしかしたら絡めてお話

しいただけるかもしれません。１時間お話をい

ただいて、残り 30 分間で質疑をしたいと思い

ます。では、田中さん、よろしくお願いします。 

 

ＴＰＰへ入るか否かで国の将来が決まる 

 

ご紹介にあずかりました田中均です。よろし

くお願いいたします。 

さっき 9階の控室でお話をしていたら、ここ

に来るのは 5 回目であります。15 年前、1996

年、ちょうど私が外務省の北米局の審議官をし

ていたときに、沖縄の基地問題でここにまいっ

たのが最初です。それから、経済局長のときの

シンガポールとの自由貿易協定とか、アジア局

長のときの北朝鮮の問題とか、外務審議官のと

きの東アジア共同体であるとか、合計 4回まい

りまして、今回が 5回目であるということです。 

日本にとって、このＴＰＰの意味合いという

のは極めて大きいと思っています。いまやって

いる事前協議で日本が結果的に入れなくなる

とか、私は全くそんなことはないと思うのです

けれども、もしアメリカ、豪州が日本を入れな

いんだということになれば、これは本末転倒で

あると思います。決してそうはならないと思っ

ていますけれども、あるいは国内の反対によっ

て日本がＴＰＰ交渉に参加しないということ

になれば、たぶん、日本の将来はものすごく大

きく変わるだろうと思うのです。 

ですから、消費税の増税とかも、この国にと

って極めて重要な局面に来ていると思います

が、ＴＰＰの問題も実は、たぶん世間で考えら

れている以上の大きなインパクトがあると思

うのです。実は、こういうことというのは意外

と知られていない。 

ですから、きょうは私なりに、ＴＰＰの問題

が日本の将来にとって、とりわけ政治、安全保

障の観点から、どういう意味合いを持つのかと

いうことについてお話をさせていただきたい。

私自身、いま政府にいるわけではありませんし、

交渉の実態とか、ＴＰＰの中身ということを、

すべて詳細に承知しているわけではありませ

ん。ただ、さっき申しあげたように、私が外務

省において、あるいはその後においても行動し

てきたこと、やってきたこと、具体的には日米

の安保関係であるとか、東アジアの問題である

とか、北朝鮮、日中関係、そういうすべてのこ

とを踏まえたうえで、極めて重要な意味合いが

あるということを申しあげたいと思います。 

 

中国とどう向き合うかが最大の課題 

 

皆さん、どう思われるでしょうか。これから

の日本にとって最も重要な外交課題というの

は一体何だと思われるでしょうか。私は、中国

とどういうふうに向き合っていくのか、という

のが日本にとって最も大事な課題だと思いま

す。中国は脅威だとか、いや、脅威ではないん

だ、というようなことをいわれる方がおられる

けれども、中国が脅威であるか否かということ

は基本的にはあまり重要ではない。日本の外交

という観点からみれば、最も大事なのは中国を

脅威でないようにする、これが日本にとって最

も重要な課題であると思うのです。 

これが大事な課題であるということは、実は

ほとんどの国がそう思っている。東南アジアの

諸国もそうだし、米国もそうであるわけです。 

端的な例を申しあげれば、2001 年に私は外

務省のアジア局長でした。私が外務省のアジア

局長になったのは、小泉総理が靖国訪問をした

後です。私が当時の次官からいわれたことは、

近隣諸国との関係を修復してくれ、要するに中

国や韓国との関係を修復しろよ、ということだ

ったのです。中国は当時、日本に対して非常に

激しい抗議をしたわけです。何をやったかとい

うと、日中二国間の政治協議というか、首脳レ
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ベルの協議をとめたわけです。だけど、彼らは

同時に「政冷経熱」といったのです。政治は冷

たいけど、経済はホットである、と。だから、

経済には決して手をつけなかったのです。 

ところが、それから 10 年たった 2010 年 9

月に尖閣諸島の問題が起きた。このとき中国は、

やっぱりなりふり構わず措置をとってきた。最

初は観光をとめるとか、日中の政府間の協議を

とめるとか、首脳レベルの交流はもちろんとめ

る。それだけではなくて、レアアースの輸出を

停止するとか、日本の企業の人を拘束するとい

ったようなこともした。もし日本が当時、あの

船長を釈放していなければ、中国はもっと一方

的な措置をとっていたと思います。 

私はちょうどそのときシンガポールにいて、

600 人ぐらいの会合に出席していました。私の

前に講演した唐家璇氏は激しく対日批判をし

た。私も激しい対中批判をしようと思っていた

のです。けれども、ちょうど私が講演をする前

に、日本が船長を釈放したというニュースが入

ったのです。そのニュースを講演冒頭で知らせ

たところ、もう、満場の拍手でした。後で、一

体何でこんな拍手なのですか、を聞いたら、み

んな口をそろえていう。この地域、東アジア地

域で日中という 2つの大国が、出口がない争い

をするということが避けられた、我々はそれを

歓迎したんだというのです。 

私が申しあげたいのは、そのことではありま

せん。実は、会場からの突然の拍手にもかかわ

らず、私は激しい対中批判をしました。なぜな

ら、私は、中国の一方的な措置は極めて問題が

大きいと思ったからです。それに対して会場か

ら激しい批判が来た。座っていた中国の人民解

放軍の中将が、私がいう 1つ 1つのことに反論

をしてきた。例えば、日本が尖閣を実効的支配

しているということを、田中さん、あなたがこ

の 600 人の前でアナウンスするのは建設的で

ない、とかいうのです。 

そのやり取りが、シンガポールのストレート

タイムズに大きくキャリーされました。そして、

ウォール・ストリート・ジャーナルにもキャリ

ーされた。私のアメリカの友人たちが、たくさ

んメールをよこした。「均、おまえがやったこ

とが中国のいまの現実を世界に覚せいさせた

んだ」と。ウォール・ストリート・ジャーナル

のヘッドラインになっていたのは、中国の人民

解放軍が外交政策についても影響力を持ち出

した、と。こういうことだったわけです。 

2010 年に中国は日本とＧＤＰで肩を並べた。

2001 年の時点では、中国のＧＤＰは日本の 4

分の 1だった。4分の 1だったのみならず、中

国にとって日本以外の選択肢というのは少な

かったのです。2010 年、中国はもはや日本が

最大の貿易相手国ではないのです。それはヨー

ロッパであり、アメリカであり、台湾であり、

東南アジアなのです。 

私が何を申しあげているかというと、日本は

中国に対してテコがより少なくなっていると

いうことなのです。中国は日本以外の選択肢を

たくさん持つようになっている。これがあと 5

年、10 年たてば、ＧＤＰでみれば、たぶん、

中国は日本の数倍になっていくと思うのです。

そのときに、いまのままで日本は大丈夫ですか、

ということを、私たちは自分自身に問わなけれ

ばいけない課題なのです。 

それに対して、世界は反応しているのです。

国内のことは大変重要だけれども、これからの

日本にとって極めて重要な意味を持つ中国と

どういうふうに向き合っていくのか。こういう

ことについて、もっと建設的な議論が国内で行

わなければいけない。それが往々に中国は脅威

であるとかないとか、そういう形で物事が進ん

でいる。これは問題です。問題が大きいと私は

思うのです。 

こうした大きな状況変化の中で、ほかの国が

どう反応しているかということを申しあげる

と、アメリカの反応は非常に早かった。私は月

に 1～2 回外国に出て議論をするのですが、い

ま国際社会では 2 つのことがいわれている。1

つは、アメリカがピボット、回帰してくる。要

するに、アジアに戻ってくるという概念で語ら

れている。いままでは中東で手いっぱいだった。

だけど、中東のイラク、それからアフガンから

兵を抜き、これからはアジア太平洋がプライオ

リティーだ、とクリントン国務長官はアナウン

スする。それのみならず、アメリカは事実上、
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具体的にこの地域におけるプレゼンスをふや

しているわけです。 

 

アメリカの新戦略とシステムの相克 

 

例えば、オーストラリアのダーウィンに、直

ちにではないが、海兵隊 2,500名を駐留させよ

うとしています。シンガポールに新鋭の戦闘艦

2隻を置く、あるいはフィリピンとの安全保障

関係を見直し強化をしていくことも検討され

ています。要するに、アメリカは中国の接近拒

否という政策に対して、「エア・シー・バトル」

といわれていますけれども、海軍と空軍を統合

的に運用することで効率を上げようとしてい

るのです。 

アメリカの国内で行われている赤字削減の

議論の中では、アジア太平洋も決して例外では

なくなると思っています。だけど、少なくとも

アメリカは戦略を変えたのです。東アジアに、

中国にどう対応していくのかということに対

して、フィジビリティーを上げるという意味で

戦略を変えてきた。東アジアサミットにも、去

年から初めて参画をするというようなことに

もなってきたわけです。これがアメリカの対応

であった。最近のアメリカの、中国の軍事的な

増強に対する懸念というのはものすごく大き

いです。 

私は、そういう形でアメリカが、この地域に

おいて、もう少し効率的な形で安全保障面のエ

ンゲージメントをふやしていくこと、これ自体

は非常に好ましいことだと考えています。だけ

ど、それでピリオドという話であってはならな

いと私は思うのです。 

なぜかというと、中国という国は、決してか

つてのソ連ではないのです。ですから、コンテ

インする（封じ込める）というか、孤立化させ

るという政策はあり得ない。これだけ我々は中

国に依存しているわけですから。日本の経済の

ために中国との間の依存関係を強くするとい

うことは自然の流れなんだけれども、その結果、

中国が覇権をとるような状況にはしたくない。 

ですから、そのためには単に軍事的な、いま

のヘッジングといわれる政策、ヘッジングだけ

を強めていくということであってはならない

と思うのです。同時に、信頼を醸成していかな

ければならない。例えば、日本とアメリカと中

国の間で、信頼醸成のための枠組みをつくろう

よと、日本は三者の協議の場をつくるべきだと

思っているのです。潜水艦が日本の領海にやっ

てきて、浮上しないで通り過ぎていくなんてい

うことはあってはならない。だから、軍事的な

信頼関係を強めていくための枠組みを日米中

でつくっていこうとか、日本はそういうことを

考えなければいけない。これは自分たちのこと

なのです。日本はヘッジング政策だけを続けて

いくことはできない。それだけでなく信頼醸成

をやっていくとかして、そういう形で中国を巻

き込んでいく政策をとっていく必要がある、と

思うのです。そういうコンテクストの中に、実

はＴＰＰはある、ということをぜひ理解してい

ただきたいと思うのです。 

ＴＰＰというのは、はたして中国を阻害して

いく仕組みでしょうか。アメリカは、少なくと

もこの地域で、自分たちの経済にかかわる枠組

みへ参画を続けていくために、これを提案して

いるのです。中国を阻害していくために、こう

いう枠組みをつくっていこうと考えているの

かといえば、私は違うと思うのです。全く違う。 

ところで、もう 1つ国際場裏で行われている

議論があります。それは、これから先の世界と

いうのは、違うシステムの対立になっていくの

ではないか、という議論なのです。これを第二

の冷戦だという人もいる。だけれども、従来の

冷戦と違う。従来の冷戦は、少なくとも膨大な

軍備を持ったソ連とアメリカの対峙であった。

しかし、経済的には、ソ連の経済というのはほ

とんど意味がなかった。 

だけど、これからの中国というのは、経済的

に大きな意味を持つ中国なのです。なおかつ、

多くの人が議論をする、ひょっとしたら第二の

冷戦という話は、2つの体制のシステムの違い

なのです。中国という国は国家資本主義である。

すなわち、為替もそうですけれども、いろんな

意味で国家の介入が強い資本主義経済です。そ

れに対して、アメリカや日本やヨーロッパ諸国
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は、いわゆる自由な経済体制を持っている。こ

の 2 つのシステムが将来的に対峙していくの

ではないか、ということなのです。 

私は、少なくともそういう形で対峙していく

ことが世界にとってプラスかといえば、絶対プ

ラスではないと思うわけです。私は、決して西

側の体制、アメリカの体制とか日本の体制がす

べていいというつもりはありません。アメリカ

の、例えばリーマンショックであるとか、いま

の金融資本主義のあり方とか、やっぱり一定の

制限を加えないことには、たぶん、この体制は

維持できないわけです。だからといって、中国

のように国家の介入が極めて強いような体制

がよくて、日本もそれになじんでいくべきだ、

とは全く思わない。 

そうだとするならば、どこかで中国の体制を、

こちらの体制に引き寄せていかなければいけ

ないということになる。実はそれがＴＰＰなの

です。ＴＰＰというのは、国家の介入が強い中

国のシステムではなくて、より自由なシステム

の中で基本的なルールを整備しておこうとい

うものです。それはＷＴＯではできなかった。

ＷＴＯの中には、全くそういうルールとは無縁

な国々が多くいて大き過ぎる。だから、それを

ＴＰＰという形で 21 の分野についてルールメ

ーキングをしていきましょう、ということなの

です。私はそう考えています。 

このＴＰＰで、例えばアメリカが重要だと思

っているものの中に、国営企業の定義というの

があるわけです。国営企業が自由な競争を阻害

していくというのは問題です。まさに国家資本

主義の大きな問題というのは、自由な競争環境

を損ねているということなのです。ですから、

そういうものについても定義をきちんとして、

一定のルールをつくっていこうとしています。

知的所有権についても、よりこの地域で知的所

有権が保護されるような体制をつくろう。政府

調達についても、恣意的なルールでなく、もう

少し透明性が高い形で政府調達とか、そういう

こともやっていこうよ、ということなのです。 

 

５年後、１０年後には中国も入るだろう 

 

ですから、ＴＰＰの 1つの極めて大きな意味

合いというのは、これから 5年、10 年、20 年

たって、この地域が一体どういうルールに基づ

いて、経済社会生活を行っていくかということ

についてのモデルをつくろうということなの

です。その意味を考えるべきです。だから、Ｔ

ＰＰのもとで、中国も 5 年、10 年たてば必ず

入ってくるだろうと、米国はたぶん思っている

だろう。私もそうだろうと思う。 

中国の中で、いまどういうことが新聞に書か

れているか。「入世十年」と書かれています。

「入世十年」というのはどういうことか。世の

中に入って 10 年という意味です。一体、国が

世の中に入って 10 年というのはどういう意味

か。ＷＴＯに加入して 10 年です。中国は、Ｗ

ＴＯという国際社会における貿易のルールに

受け入れられたんだということなのです。中国

がＷＴＯに入ったがゆえに、中国は過去 10 年

の間、毎年 10％を超える経済成長を達成した

のだ、ということなのです。ルールに従うこと

によって、中国の国内的な法律についての透明

性も増していくし、貿易や投資というのがどん

どんふえていくという世界なのです。中国はそ

れを理解している。だから、当然のことながら、

このＴＰＰというのがこの地域において 1 つ

の大きなルールになっていけば、中国は入って

くるのです。我々はそれを期待したいわけです。

国家資本主義のルールではなくて、自由な経済

体制のルールというものがＴＰＰという形で

できて、それに中国が入ってくることによって、

中国の将来の行動が予測できるようなことに

する。 

 

大局的な日米の安保協議も必要 

 

確かに、安全保障の面で中国をヘッジングし

ていくということも極めて重要です。そのため

に日本がとるべき施策、日米安全保障体制上と

るべき施策も当然あるわけです。私は、例えば

普天間の問題について、いまのように実現でき

ない案を両国政府が実現できるといったよう
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な形で議論していくことは愚かなことだと思

います。愚かなことだと思う。私は、別にいま

の移設案がいいとか悪いとかいうことを申し

あげているわけではない。いま日本と米国の間

でやらなければいけないのは、もっと大局的な

安全保障協議なのです。 

これから中国との関係でヘッジングの政策

はこうするんだけど、同時に、例えば日本と中

国と米国の間での信頼醸成のための協議を新

しくやっていこうじゃないかとか。それから、

いまのエア・シー・バトルの中で、一体、日米

安全保障体制の中での海兵隊の位置づけをど

うするんだとか。あるいは日本は防衛大綱を決

めたけど、防衛大綱の中で日本の自衛隊の役割

をふやしていく必要はないのかどうかとか。そ

ういうことを協議しないで、実現できない辺野

古移設案をベースにして、これがあたかも実現

できるようなポーズをとっているということ

は、やっぱり考え直すべきであると思うのです。 

 

東アジア経済連携協定も同時に進めるべき 

 

繰り返しになりますが、同時にやはり経済の

ルールをつくるということで、ＴＰＰを考える

べきです。日本がアメリカから自由化を迫られ

て農業が裸になる、というような議論をしない

で、ＴＰＰというのが将来の日本にとってどう

いう意味があるのかを考えてほしい。この地域

に一定のルールのネットワークをつくる。それ

に将来的には中国が入ってくる。これがこの地

域の安定を担保するための極めて重要な手だ

てなのだ、というふうに私は考えたいと思うの

です。 

ただ、私は、それだけでは不十分だと思って

います。たぶん、ここに 2005 年にお邪魔した

ときに話をしたのは、東アジア共同体の話だっ

た。私が申しあげる東アジア共同体というのは、

決して 1つの主権をプールしたような、ＥＵの

ような形で共同体をつくろうということでは

ない。最初に来るべきは、経済の統合。要する

に経済の統合を進めていく必要が日本にはあ

る。日本という国の将来をみれば、明らかに成

長余力というのはほとんどなくなっていくわ

けです。少子高齢化で、例えば介護士とか、看

護師とか、そういうことも含めて、人手が不足

するのは目にみえているわけです。ですから、

以前のように、単に外へ出ていけばいいという

国際化ではだめなのです。東アジア地域を 1

つのルールのもとで、経済の統合を進めていく。

人がより自由に行き来をする。物とかサービス、

あるいは資本がより自由に行き来する。だけど、

それは一定のルールのもとで、という世界をつ

くっていく必要がある。そう私は思うわけです。  

しかしＴＰＰは、それに代替するものではない

のです。もちろん、ＴＰＰの交渉はする。ＴＰ

Ｐに参加して、9カ国の間で、新しいより広範

な経済のルールをつくる。その中には政府調達

も、それから国営企業の定義も含めて、環境も

労働もある。いろんな分野について一定のルー

ルをつるしておくということをやる。これも日

本にとって極めて重要だけれども、同時に重要

なのは、東アジアの中で経済の統合を進めてい

くということなのです。ＴＰＰだけでは、それ

は実現しない。 

その実現には、私は、ＡＳＥＡＮ＋6がいい

と思っているのです。ＡＳＥＡＮ10 カ国と日

本、中国、韓国、それから豪州、ニュージーラ

ンド、インドの間で地域的な経済連携協定をつ

くるべきです。この東アジア経済連携協定のほ

うは、ＴＰＰほど広範囲にわたるものではない。

そういう広範囲にわたるものをつくろうと思

ってもできません。いまの中国が入るというよ

うなことでは、また、いまのＡＳＥＡＮの多く

が入るということであれば、それはできない。

だけど、貿易、とりわけ物とかサービス、それ

から投資に着目した経済連携協定というのは

できるわけです。 

そういう意味で、ＴＰＰへの参加と同時に、

東アジア経済連携協定をつくるために、日本は

イニシアチブをとるべきだと思うのです。私は

外務省にいた現役のときにも、それをやりたか

った。東アジアで経済連携、経済の統合という

のを進めていきたかった。が、できなかった。

2000 年にシンガポールから始めて、ＡＳＥＡ

Ｎの間に広げていったまではよかったけど、そ
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れはできなかった。韓国が挫折してしまった。

豪州も挫折してしまった。何で挫折したか。日

本の官僚は優秀だから、みんな守りきるんです。

守りきってしまう。農業を守りきった。 

 

農業改革の覚悟を持たなければならない 

 

日本が当時すすめていった経済連携協定と

いうのは、現状写真を撮ってしまう結果になっ

た。現状写真を撮ってはいけないのです。自由

貿易協定というのは自由にするというのが基

本的な目的です。最初から農業は例外で、その

農業を守りきるか否かで、日本の官僚の優劣が

決まるなどという、こんな愚かなことはないわ

けです。農業の存在のゆえに東アジア経済連携

協定はできなかった。 

いま日中韓の三カ国の経済連携協定の話が

ありますけれども、中国と交渉をやって、農業

の分野で穴があくと思われますか。私にはそう

は思えない。完全に守りきろうという方向にベ

クトルが働くというふうに思いますね。だから、

ＴＰＰをやるというもう 1つの意味合いは、実

はルールをつくるということが、この地域の将

来にとって極めて好ましいということ以外に、

日本のためだとも思えるのです。もういまのま

までは自由貿易協定も、経済連携協定も、東ア

ジア経済連携協定もできないだろう。理由は、

農業なのです。農業を日本は守るぞといって、

相手国に切り込んでいって、相手国の関税を撤

廃させようとしても無理なのです。 

だから、私が申しあげたい 2 点目は、政治、

安全保障上の大きな考慮に加えて、農業を改革

していくという覚悟を持たない限り、この国の

将来はないということなのです。それだけ大き

な覚悟を持つためには、やっぱりそれだけの圧

力を使うのも仕方がないだろう。アメリカとい

う大きな国の圧力を使うということもやむを

得ない、と私は思います。 

ちょうど私は外務省にいたときに、ウルグア

イラウンドのコメの一部開放という経験をし

ました。1994 年、何をやったか。6兆円の補助

金をばらまいた。専ら構造調整のためにです。

だけど、それは長野県などで温泉を掘るために

使われた。また関税化して、700％の関税をか

けたのでコメが入ってこないから、ミニマムア

クセスとして、100 万トン程度を入れるという

ことにした。だけど、そのコメを何に使ったの

か。ほとんどはおせんべいです。加工米です。

それから飼料、えさです。それから第三国への

食糧援助。膨大な補助金、膨大な税金を使って、

コメを守ってきたんです。その結果、農業は改

善されたか。そんなことありません。個々の農

業所得というのは減り、農村はどんどん高齢化

していき、食糧自給率というものも減っていっ

たわけです。決して農業は守られなかった。 

私は、反対している人に聞きたい。一体、ど

うやって日本の農業を守るつもりなのか。別に

いいですよ、ＴＰＰがなくても。それから、東

アジア経済連携協定がなくても。そうなれば日

本の成長戦略というのは頓挫してしまうと私

は思いますけれども。だけど、農業改革をいま

やらなくて、果たして日本の将来があるのかと

聞かれたら、私はそんなことはないと思います。

よくこういう議論をすると、アメリカや豪州み

たいな作付面積の単位が大きい国と競争でき

ないですよ、という意見がきかれる。競争して

みましょうよ。決して日本の農業が負けるとい

うことはないと思う。東南アジアや中国でこれ

から食の安全というのが極めて重要なコンセ

プトになっていくでしょう。そして日本からの

食料の輸出機会もどんどんふえていくと思い

ます。耕地面積がそんなに大きくふえなくても、

決して競争力がなくなるというものではない、

と私は思うのです。 

 

自由化で日本は何を失ったのか 

 

いまのＴＰＰ論議を聞いていると、一体、何

のために交渉するのかということについて著

しく不安になる。アメリカにやられるじゃない

か、という議論がなされるわけです。私は 80

年代、日米貿易摩擦の最前線で、アメリカと

26 の協定を結びましたけれども、アメリカに

やられましたでしょうか。例えば電気通信市場
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を自由化した。86 年に電気通信事業法を新し

くつくり、2000 年の経済局長のときには、ア

メリカと激しい交渉をして、接続料を下げた。

接続料を下げる交渉に行ったときに、郵政省の

当時の電気通信局長には「田中さん、あんた 1

人で行ってくれよ。自分は行けないよ。自分が

行くと、自民党の逓信族の人に袋だたきに遭う

よ。1人で行ってくれよ」と言われました。だ

から 1人で行きました。それで戻ってきて、日

本の国会で、逓信委員会に呼び出された。その

ときの郵政大臣は、私が答弁に立つと、後ろか

ら、「こいつは日本の外務省の役人ではない、

アメリカの外務省の役人だ」、と言いました。 

だけど、電気通信市場は結果的にどうなった

でしょうか。当時 5兆円のマーケットが、いま

や 15 兆円です。どんどん大きくなっている。

携帯電話への参入企業がどんどんふえた。マー

ケットは大きくなっているし、いま稼ぎ頭です。

当時はどうだったか。ＮＴＴ労組であるとか、

ＮＴＴ西だとかが、もう立ち行かないという議

論をずうっとやったんです。既得権益に基づく

議論です。ちょっとでもアメリカを入れていく

と、その結果、競争に負けるよ、ということを

みんなで大合唱した。だけど、そんなことには

全くならなかった。 

自動車については、日本は関税を撤廃したの

です。それなのに、アメリカの自動車業界ある

いはＵＡＷの人たちは、こんなことを言ってい

るようです。「いまの日米の貿易をみると、日

本からは 150 万台以上の自動車がアメリカの

市場に入っている。アメリカから日本に対して、

わずか 1万 5,000 台だ。100 倍の差があるじゃ

ないか。日本は国内に極めて巧妙な障壁を設け

て、したがって市場を閉ざしている。こんな国

がＴＰＰに入ってくると、ＴＰＰの意味がなく

なってしまう」、と。こういうことをいうんで

すがやっぱりドイツの車は入っているわけで

す。決して日本の国内にそういう障壁があって、

それがアメリカの車が入らないことの大きな

理由になっているとは、私には思えない。です

から、アメリカの自動車業界が反対するのは、

保護主義的な理由から、ＴＰＰに日本が参画す

るのを反対しているということだと思うので

す。 

だけど、これまで日本がいろんな自由化をす

るたびに、みんな叫んできた。「競争に負ける、

したがってやるべきではないんだ」、と。それ

をいうのだったら、きちんと検証して欲しい。

一体、牛肉にしても、オレンジにしても、自動

車にしても、たばこにしても、電気通信市場に

しても、弁護士にしても、要するに一定の自由

化協議をし、交渉をし、協定をつくったことに

よって、本当に日本の企業が死に絶えたのか。

本当にその市場においてシェアが小さくなっ

ていったのか。検証してほしいと思うのです。 

もし検証して、日本の企業は本当に死んでい

ったんだということであるならば、こんどはそ

れをどう守っていくのか――このＴＰＰの場

合は10年の猶予期間なのです――10年の間に

一体どういう策を講じていくのかということ

を考えるべきだと思うのです。基本的に、ＴＰ

Ｐの反対論をぶつ人というのは、既得権益を守

るということではないかと思うのです。どこの

国にも自由化をして行こう、自由貿易協定を結

ぼう、多国間の自由貿易協定を結ぼうというと、

必ず反対する人たちが出てきます。だけど、

我々は、この人はどういう立場に立ってそうい

う議論をしているのかを見きわめる必要があ

ると思います。私の議論は一方的に過ぎるかも

しれないけれども、既得権益を守るということ

がベースになっているのではないかと考える

わけです。 

 

既得権益の防御ではもう先がない 

 

日本という国は、いまや既得権益を守るとい

う議論をしていても、もう先はないんです。私

が外国に行って一番大きく感じることは、日本

人というのは立派だというのが前提なのです

が、日本という国は変化ができない国だ、日本

は何も変わらない国だ、ということなのです。

私は、この点は、まさにＴＰＰのようなもので

変えていかねばならないと思っているわけで

す。 

いろいろ話しましたので、最後にまとめをい
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たします。ＴＰＰというのは、日本の政治・安

全保障上、極めて重要な意味を持っている。そ

れはなぜかというと、これから日本の政治・安

全保障の最大の課題である、中国にいかに向き

合っていくか、ということについて、極めて重

要な意味を持つからです。中国と向き合ってい

くためには、私たちはバランスがとれた多層的

な方策を考えていく必要がある。1つだけの施

策で、中国と向き合っていくことは可能ではな

い。 

1 つの施策は、ヘッジングです。ヘッジング

のためには、安全保障体制をより堅固にしてい

かなければならない。とりわけ日米安全保障と

いうのは極めて強固な形を維持していく必要

がある。だけど、それは量的に大きくするとい

うことではない。パートナーシップを確立して

いく。日米がそうであり、米韓もそうであり、

アメリカと東南アジア諸国の関係もそうであ

り、日本とオーストラリアとか、日本と韓国と

か、日本とインドといったようなこともそうで

ある。したがって、中国からみれば、これは自

分たちを囲い込んでいるのか、というふうに思

うかもしれない。が、現実問題として、私たち

が持っている不安は、将来に対する不安である。

こういうことに対して力の空白を生んではな

らないということが 1つ。 

2 番目に、中国をルールベースの世の中に巻

き込んでいくということが極めて重要なこと

です。ＴＰＰにいま直ちにということを想定し

ているわけではないけれども、将来、いつかの

時点で必ず中国は入ってくると私は思います。

私たちのかく絵というのは、とりあえずＴＰＰ

で 1つの大きなルールをつくっておいて、そこ

に中国が入ってくるという状況をつくるとい

うことが極めて大事なことである。 

日本の利益ということからみれば、アジア太

平洋経済連携ということも必要です。しかしＴ

ＰＰだけでは不十分です。日本という国は、東

アジアにおいて経済統合を進めていくことに

大きな利益を有している。これはアメリカの利

益ではない。したがって、東アジアでＡＳＥＡ

Ｎ＋日中韓、豪州、ニュージーランド、インド、

この 16 カ国からなる、東アジア経済連携協定

をつくるということにも日本は旗を振るべき

である。 

ＴＰＰに入るかもしれない、ということをい

った途端、中国の姿勢は変わったのです。これ

が外交というものではないですか。1つのこと

をやったときに、もう 1つのことについて余地

が生じるという格好の例である。したがって、

日本は、日本、中国、韓国の三カ国の経済連携

を進めるとともに、東アジア連携協定、こうい

うものを進めていくということでなければい

けない。 

ＴＰＰとか、東アジア経済連携とか、日中韓

の経済連携といったようなことを考えると、あ

たかも日本が非常に大きく失うものがあると

いう議論がされるけれども、私は、それはそう

ではないと思います。 

これまではどちらかというと、既得権益にし

がみついて農業を守り、あるいは人の流入を守

ろうとしてきた。看護師とか介護士でもそうで

す。私たちは 2000 年にシンガポールと自由貿

易協定をつくったときに、一定の技能を持った

人を日本に入れたいと思ったのです。ですから、

その後、インドネシアとかフィリピンから介護

士を入れるとか、看護師を入れるというような

ことをやっていった。だけど、国内の所管官庁

にそれが渡った途端に、違う論理で物事を考え

出す。日本の体制を維持しなければいけない、

と。したがって、試験でどんなに難しい言葉を

使っていたにしても、日本人も外国人も同じよ

うに扱うんだということになる。その結果、試

験に受かる人は数人です。一体、何のために入

れたのか。 

日本という国が変わらないということの理

由の 1つはそこにある。日本的なるもの、日本

だけのものを守ることによって、完璧なものを

つくりたいと考えてしまうのです。そんなもの

はないんです。完璧なものなんてないんです。

安全だって何だって、100％安全なものという

のはないんです。世の中というのは、いろんな

利益があって、その利益の調整によって、最も

バランスがとれた利益にしていくというのが

政治の役割であり、国の考え方であるべきだと

思うのです。 
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ですから、経済の側面からみても、こういう

自由貿易協定をやっていくということは極め

て大きな意味がある。この意味というのは、か

つてとは違うのです。80 年代に日本はアメリ

カの圧力を受けた。経済摩擦でアメリカに安全

保障を依存して安保ただ乗り論だといわれ、日

本が膨大な日米貿易の黒字を持っていたとき

と、今は異なります。受け身で、日本市場を開

放していかないと、アメリカ議会が日本に対し

て差別法案、報復法案をつくるという、その一

種の圧力の中でやっていた時代と違うのです。

あの時代と違うということを我々は理解をし

なければいけない。日本の将来の経済成長を担

保していくうえで、東アジアの経済統合とかＴ

ＰＰということで、将来のルールをこの地域で

つくっておくということが、日本の成長戦略に

とって必須である。そういう考え方に基づいて、

この問題を考えていくべきだと、私は思います。

（拍手） 

 

≪質疑応答≫ 

 

司会 ありがとうございました。質問時間

がたっぷりありますので、いろいろお聞きした

いと思うんですけれども、まず私から 1つうか

がいます。 

台頭する中国がこれから日本政治、日本外交

が向き合うべき最大の問題である、そのため 2

つのことが必要であり、ヘッジと、それからも

う 1つは信頼醸成だ、と。それで、中身をちょ

っとお聞きしたいと思うんです。 

ヘッジの中身は、さっきおっしゃっていた、

アメリカの普天間問題とかいう動かない問題

を追いかけるのではなくて、1つは、海兵隊の

位置づけをどうするか。今回の普天間の切り離

し策をどうみるかということも関連してくる

と思うんですが、あるいは防衛大綱に乗っかっ

ていた自衛隊をどう活用するのか。自衛隊を実

力海兵隊化できないか、みたいな議論もありま

す。そういった話も含めて、ヘッジの中身をど

うこれからつくりあげたらいいのかというこ

とがまず一点。 

それから、信頼醸成措置という言葉は、非常

に外交的によく聞く言葉なんですが、今回の中

国と対面する場合での、米中日の信頼醸成をつ

くる枠組みというのは、どういうものを想定さ

れているのか。以上の 2つお聞きしたいと思い

ます。 

 

田中 最初にヘッジング。中国に対して力

の空白を生まないように、一定の手だてを講じ

ていくということだと思うのです。その具体的

な考え方なんですけれども、私は、まさにいま

の東アジアの中で、基本的に陸戦力、海兵隊も

そうですけれども、それを地域に大きく張りつ

けておくという意味合いはどんどん薄れてい

ると思うんです。海兵隊が本当に稼働していく

のは、例えば北朝鮮の問題とか、あるいは天然

災害とか、そういう問題での緊急展開のために

必要であって、本当に戦争をやるためには、い

ま日本にいる海兵隊が大きな役割を果たすか

というと、そんなことはないんです。要するに、

日本あるいは紛争の地に、陸戦力というのは運

ばれてくるわけであって、決してそこに常駐を

しているということに意味合いがあるわけで

はない。まさにアメリカのいまの考え方の基本、

例えばエア・シー・バトルというのは、海と空

の統合的な運用によって、陸の最初の役割を減

らしていこうということなのです。現にアメリ

カはその施策に乗っかって海兵隊を分散化し

ている。陸戦力を分散化している。要するに、

沖縄にいる海兵隊をグアムに持っていく。ある

いはハワイに持っていく。それから豪州に持っ

ていく。あるいはフィリピンに持っていくかも

しれない。要するに、1カ所にまとめて置いて

おくよりも、まず分散化する。それで、いざと

いうときの 1 つのベースに使うということで

す。決して、どこかにまとめて兵を置いて、そ

の兵が具体的な戦争を遂行していくというも

のではないのです。そんなことは明らかである

わけです。 

そうすると、一体、沖縄の基地というのはど

ういうふうに考えるべきか。とりわけ海兵隊の

基地、普天間がありもろもろの訓練施設がある、

そういうコンテクストの中で、戦略が変わった
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中で、仮にグアムに持っていった後の兵力にし

ても、本当にいまのままなのかどうかというこ

とについて、当然のことながら日米は議論しな

ければいけない。これが一点です。 

普天間基地の役割というものがどうなのか

ということだって、私たちが 96 年に議論した

ときとは間違いなく変わってきているんです。

96 年に私が米国と議論したときの基本的なベ

ースというのは、たぶんかなりの意味で失われ

てきていると思う。それから 15 年たって、武

器が近代化し、テクノロジーが大きく進化して、

中国の台頭が急速に進んだけれども、中国との

相互依存関係というのも極めて大きくなって

いる。いまのこういう状況の中において、一体、

海兵隊の役割をどうしていくのか。抑止力を下

げていくということでは全然ないんです。より

効率的な安保体制をつくるために、日本の自衛

隊の役割はどうなのか。基地の共同化といった

ことはあり得ないのか。より南のほうにシフト

していくうえで、日米の基地の共用化といった

ようなことも考えられないのか。こうした多く

の問題が新しいアサンプション（前提）のもと

で議論できる環境が整っている、と私は思うん

です。 

確かに普天間基地は、私は、有事のときの価

値というのはあると思っていますけれども、平

時のときにまで、あれをあのまま置いておくの

かということについては大いに疑問がある。だ

から、そういうことについて、イエス、ノーと

いうことを私は申しあげているつもりはない

んですが、やはりきちんと協議をするべきでは

ないか、ということを主張したいのです。 

それから 2 番目に、信頼醸成措置なるもの。

中国は敵国ではないわけですよね。これだけ大

きな相互依存関係があり、これだけ多くの人が

日中間で行き来をしている。当然のことながら、

通常の国として、相手がやることについて一定

の信頼がなければならない。とりわけそれは軍

です。軍について、軍の行動について信頼関係

がなければならない。 

日本政府が、中国の軍事予算の中身、具体的

にどういう使われ方がされているのかとか、将

来の計画は何かということについて、十分承知

しているだろうか。たぶん、承知していないだ

ろうと思うんです。とりわけ、いまの関心とい

うのは、中国の人民解放軍がきちんとした党の

コントロール――シビリアンコントロールと

いったほうがいいのかもしれませんが――そ

のもとにあるのかないのか。そのことが極めて

重要な問題になっているわけです。 

ですから、中国の制服、人民解放軍を交えて、

日本と米国と中国の間で、シビリアンと制服、

これを含めた形で信頼醸成会議というのをつ

くってはどうか。信頼醸成会議というのは、基

本的に軍事予算、国防予算、防衛予算の中身を

説明し、透明性を担保すると同時に、いろんな

共同演習――私は、日中間で、例えば海上事故

の救済のための共同訓練をやって悪い法はな

いと思う。日米中の間でそういう共同訓練をや

って、何ら問題はないと思う。現に、もしそう

いう事故があれば、あるいは地震があり、津波

であれば、日本や米国や中国の軍が共同して展

開をする、ということだって全然構わない。そ

うすることによって信頼が高まっていくわけ

ですよ。相手がだれで、どういう考え方で、何

をするかわからない、というところに平和はな

い。ですから、そういう意味で信頼関係をつく

る、ということをやっていくべきです。 

この信頼醸成というのは、決して軍だけにか

かわるものではない。将来的には、私は、より

枠を広げて、信頼醸成のための共同行動をとっ

ていくべきだ、と思うんです。その最も重要な

フォーラムというのは、私は、東アジアサミッ

トだと思う。いまや東アジアサミットというの

は、ＡＳＥＡＮ10 カ国、日本、中国、韓国、

豪州、ニュージーランド、インド、それからア

メリカとロシアが入る。 

私は、この東アジアサミットで何をやっても

らいたいか。資源開発なんです。これから先の

東アジア地域の大きな問題というのは資源で

す。南シナ海の紛争も、東シナ海の紛争も、基

本的には資源をめぐる争いというのがある。こ

れをよりコントロールしていくためには、資源

の問題について、共同探査であるとか、共同開

発であるといったようなことを念頭に置いた

話し合いが行われていくべきです。 
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東シナ海のガス田の開発だって、基本的には

日中の共同開発というのが一たん合意はされ

ているわけです。だから、基本的な物事の考え

方として、東アジアの中で、南シナ海の開発で

あるとか、あるいはロシアのサハリン開発であ

るとか、中国の開発であるとか、そういうこと

について、東アジアサミットで具体的に行動計

画をつくっていくということが、信頼を醸成し

ていくことにつながるのではないかと思う。 

もう 1つ大事なこと、それは原子力発電の安

全ということなのです。日本では、原子力発電

はもう先はないかもしれない。だけど、中国や

韓国やインドやインドネシアでは、数多くの原

子力発電が計画されている。その安全という問

題について、日本は技能を持っている。技術を

持っている。こういうことについて、ガイドラ

インをつくったり、いろんな原子力安全技術に

ついてともに開発をしていく。こうしたことだ

って、この地域の信頼醸成につながっていくの

ではないかと思うんです。 

中国の人民解放軍、あるいは中国が大きくな

っていって傲慢になっていく。私はある程度そ

れは避けられない気がするんです。それは日本

だってそうだった。どの国だってそうですよ。

大きくなり、自分の意見が通るようになれば傲

慢になっていく。だけど、私は、周りの国がそ

れを一定の形に治められるという気がするん

です。周りの国がきちんとした対策をとってお

けば、そういう中国の傲慢さとか、中国が拡張

していくということについて、合理的な範囲内

でとどめることができる、というふうに思う。

だから、そのために行動をするということが必

要なことではないですか、ということを申しあ

げているつもりなんです。 

 

司会 よくわかりました。ありがとうござ

いました。では、皆さんのほうから質問をして

ください。どうぞ。 

 

質問 ＴＰＰを主導しているアメリカなん

ですが、中国をルールの世界に引っ張り出すと

いうアメリカの戦略、考え方があるとして、ま

た日本が共有したとして、その一方で、アメリ

カは個別にも中国とつき合っている。米中戦略

経済対話の枠組みもあるし、個別の企業はそれ

ぞれ、いまのミクロレベルでは得をしていると

いう構図も一方ではあるわけです。 

そうすると、日本がアメリカ主導で広がって

いくルールづくりの世界に乗ったつもりでも、

ふとみると、アメリカは中国と個別にお話をし

て、あるいは別のアプローチで、中国とそれぞ

れ居心地のいい場所を得るというような可能

性はないだろうか。アメリカ国内の政治情勢あ

るいは経済状態、国力、あるいは政治主張、考

え方の流れなどを考えて、この辺はどうごらん

になっているのかを聞きたいと思いました。 

あともう一点、もしよろしければ、日本の国

際化ということで、関係のない話かもしれませ

んけれども、東大の 9月入試の問題が話題にな

っています。これは田中さんはどう思っていら

っしゃるか。 

 

田中 米中の経済戦略対話でやっているこ

と、1つは通貨の問題があると思います。それ

から大きな問題として政府調達の問題がある

と思う。だから、そういう中国のプラクティス

の中で、米国として、とりわけ政府として改善

を求めたいことが協議の対象になっていると

思います。 

だから、別にＴＰＰをつくっても、ＴＰＰの

ルールの中に為替のルールがあるわけではな

いわけです。もちろん、さっき申しあげた国営

企業の定義といったような問題もあるし、そこ

に当てはまる補助金交付とか、もろもろの本来

ルールの世界で守るべき原則というのは決め

られていくと思います。が、それは決して米中

でやっている具体的な為替についてのコント

ロールを外していくとか、政府調達を透明化し

ていくということと矛盾するものではないと

思います。民間企業の世界は競争の世界ですか

ら、当然のことながら米国の産業は中国のマー

ケットに入っていこうとする。中国もアメリカ

の財務省証券の最大の投資国ですから、そうい

う意味でテコを持ちつつ、アメリカの企業を引
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き入れていくと思うんです。 

だけど、中国の政府というのは、まさに国家

資本主義のゆえんですけれども、彼らは戦略的

に引き入れる企業を変えていくわけですね。別

にアメリカだけを入れていくとか、ヨーロッパ

だけを入れていくということではあり得ない

わけです。当然のことながら、日本の企業も入

れてバランスをとろうという発想が働いてい

くということだと思います。日本の企業もそれ

なりの努力をされているということだと思い

ます。日本も個別に経済協議をやるべきだとい

う気はしますけどね。 

そういうこともあって、日本がやるべきなの

は、東アジアの経済連携ということを掲げ、東

アジアで一定の自由貿易地域をつくるという

ことによって、日本企業の利益も担保されると

私は思っているのです。ＴＰＰだけではだめだ

ということです。 

日本と中国と韓国の経済連携協定をつくる

ことによっても、具体的な中国のマーケットに

おける日本企業へプラスになるということも

図られていくと思うのです。1つに決め打ちす

るということがあってはならないと思います。

いろんなことをやっていかないといけない。 

9 月入試の話ですが、私は過去 5年間、東京

大学の公共政策大学院で教えているんです。幸

い、私のゼミから随分たくさんの人が外務省に

も入っていってくれました。いま、英語で教え

ている私のクラスには、アメリカ人、オースト

ラリア人、中国人、韓国人、インドネシア人、

もちろん日本人もいます。 

 東大などはダブルディグリーと称して、アメ

リカのコロンビア大学であれ、シンガポール国

立大学あれで、2年間の大学院のうち 1年、片

方にいれば、両方で学位が取れるという制度を

運用している。だけど、少なくとも私のゼミ生

に関する限り、それを利用していくのは韓国人

だったり中国人だったりする。日本人ではない

んです。 

そういう機会があっても、日本人がそういう

制度を利用して外へ出ていくという意識がも

のすごく希薄である。学生の意識だけではなく

て、私は、企業のサイドにも問題があると思う。

グローバルな人材を求めるといっておきなが

ら、本当に彼らがそういう採用をしているか。

私は、そうではないような気がする。 

ですから、もし 9月入学にすることによって、

企業もグローバルな人材を 1年中採るとか、あ

るいは中国で採用してくるとか、アメリカで採

用するとかも含めて、国際化ということについ

て考えていってくれるという結果になるので

あれば、私は大賛成です。 

だけど、9月に変えたということだけで、そ

ういう成果がみられるとは思わない。私はメデ

ィアの役割が大きいと思う。日経新聞がまさに

そういう企画をされて、世の中は現実にどうい

うことになっているかということについての

報道がされていくのが大変好ましいことであ

ると思っています。 

 

質問 ＴＰＰにせよ、安全保障にせよ、い

ま田中さんが現役の交渉者なら、本当にわくわ

くするような我々の仕事があったのかなとい

うふうに思うわけです。けれども、ただ秘密主

義的ですから、あまり仕事はくれないのかもし

れませんけれども。 

質問は、先ほど、大量の陸戦力を張りつけて

おくというのは違うんですよ、というお話があ

りました。この考え方は、これは普天間の国外

移設は十分可能であるというふうに聞こえま

すけれども、他方、有事のときの価値はあるん

ですよ、ともおっしゃった。そうすると、有事

のときに備えて、その空間というか、土地は残

しておかなければならない。これは、常時駐留

なき安保論の 1 つの問題点といつも指摘され

ているところですけれども、そういうゴールを

描いて交渉するのか、それもいらないのだと―

―いらないのだという割には価値があるとお

っしゃっているから、それはそうでもないのか

もしれないですが、その辺をもう少し明確にし

ていただければと思います。 

 

田中 私は、鳩山元総理が「最低でも県外」

といわれたこと、あれは沖縄の問題を一層複雑
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化させてしまったし、それがゆえに従来のライ

ン、すなわち辺野古への移設ということで実現

する可能性は著しく下がった。そう思っている

わけです。鳩山さんのあの発言がなぜ問題だっ

たのか。私はもちろん知る由もなかったんです

けれども、一国の総理大臣がああいうことをい

うということは、当然のことながら、一定の戦

略があると思ったわけです。 

例えば、橋本龍太郎という人が 1996 年 2 月

に、サンタモニカの日米首脳会談で普天間のこ

とに言及した。彼は、それをアナウンスしたわ

けではない。沖縄に対してもそうであり、一般

に対してもそうだった。 

彼は私たちにこんなふうな指示をした。「無

理かもしれない。だけど、君、絵をかいてくれ。

どういう形であるならば、実現の可能性がある

のか。それをやりましょうよ」、と。だけど―

―あなたがいわれた秘密主義なんです。秘密は

守れよ、と。こういうものが外に出ることによ

って国に対する害を与えるということなんで

す。別に好んでする秘密主義ではない。 

私は、外交にしても、政府の統治ということ

にしても、ほえることではない、結果をつくる

ことだと思っているわけです。結果をつくるた

めには、戦略がなければいけません。戦略とい

うのは何かというと、十分な情報を持って、確

信を持って大きな絵をかいて、力を持って実現

するということですよ。それがなければ、戦略

がなかったということになる。鳩山さんがああ

いうことをいったときに、何の戦略もなかった。

これは国家の統治者としてやるべきことでは

ない、と私は思います。 

96 年に私たちが橋本龍太郎総理大臣の指示

を受けてやったこと、それはやっぱり大きな絵

をかくことであった。アメリカに対して、海兵

隊の基地を返してくれということだけが、単体

で出ていったわけではない。私たちは、日本国

の安全保障として、どういうことをするべきか、

バランスを取り戻したいということだった。95

年の 9月に起こった少女暴行事件から、沖縄の

反基地闘争は極めて大きくなった。沖縄をこの

ままにしておくことは、日米安全保障条約を殺

すことになる、というのが私たちの認識だった。

だからアメリカに対して、普天間基地を返せ、

ということだけを要求したわけではありませ

ん。日米の安全保障体制をどうしていくのか、

ということが基本的な課題でした。 

それで日米安全保障共同宣言をつくり、その

中で日米防衛協力のガイドラインを見直すと

いうことを決めた。その中で朝鮮半島有事のと

きに、日本がどういう支援をするのか、結果的

には周辺事態法ということになっていった法

体制をつくろうと、そういうことを念頭にアメ

リカと協議をした。それは 2年がかりのプロセ

スだった。だけど、2年がかりのプロセスだけ

れども、こういうことを実現するために、いい

ニュースを先にぶつけるということをやった

わけです。普天間の返還というのをまさに一番

最初に橋本さんはぶつけた。それも戦略だった

わけです。 

だから、いまの問題、アメリカはこう思って

いると思いますよ。「何だ、日本は」、と。「政

府が何回も何回も、それも自民党政府並びに民

主党政府が約束をした。にもかかわらず、日本

政府にはそれを実現する力がない」、と。私は、

いま普天間の合意が実現できていないのは、す

ぐれて日本政府のせいだと思います。だけども、

私はアメリカにいう。「それは日本政府のせい

だ。だけど、これがどんどん長引いていく。場

合によっては長引いていく間に普天間で事故

が起こるかもしれない。その結果の影響は日本

だけに及ぶわけではないですよ。アメリカにも

影響が及ぶんだ」、と。だから、アメリカ政府

があたかも知らん顔して、これは日本政府の問

題だというような態度をとるのは、私には許せ

ない。 

他方、「申しわけない、申しわけない。普天

間、実現できる見通しがなくなったから、何か

考えてよ」というアプローチを日本政府はとる

べきではない。それでは当事者能力がない。要

するにみっともない。国家としての主権にかか

わることです。だから、大きな絵をかきましょ

う。まさにこれから中国と 5年、10 年かけて、

より建設的な形で中国をこの地域で取り込ん

でいくといっては変ですけれども、そういうこ

とのために、日米安保体制が果たすべき役割は
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何かということなんですよ。 

いまアメリカは国内の予算の問題がある。エ

ア・シー・バトルということも研究をしている。

が、果たしてそういう戦略が日本で十分協議さ

れているか。日本で十分に協議をし、日本の自

衛隊の役割が規定されようとしているのか。私

は、そうではないと思うわけです。 

私は、いまの防衛大綱でいう南西諸島の守り

とか、そういうことも含めて、日本の自衛隊も

役割をふやしていくべきだと思う。だから、日

本として、日本の安全保障、あるいはこの地域

の安全のためにどういうことをやるんだとい

うことも含めて大きな絵をかき、その中で普天

間の問題を扱わないと、日本は見識を示すこと

なく一方的な要求だけしている、ということに

なってしまう。だから、そういうことはやるべ

きではない。基本的な姿勢としては、お互いギ

ブ・アンド・テイクなんです。日本が日本の安

全保障を考えるうえで、こういうことを日本は

やりたいと思っているというコンテクストの

中で考えていくべきです。 

私は、当面の問題というのは、普天間の基地

を休止することだと思っています。事故が起こ

ってはいけません。だけど、それが有事のとき

に使えない基地であってはならない。 

アメリカ人といろんな話をすると、いま彼ら

が一番気にしていることは、中国や北朝鮮に間

違ったメッセージを与えるということなんで

すね。だから、基本的には普天間の基地の使い

方の問題を考える余地はあるだろう。いろんな

意味で、基地の機能を分散し、統合していくと

いう知恵は出てくる。だけど、その知恵を出す

ためには、きちとんした入り口に立たなければ

いけない。なし崩し的にこういうことをやって

いくべきではないんです。 

私たちは、日本国という国の考え方というも

のを示したうえで協議をしていかなければい

けない。この問題は日本政府に瑕疵がある。何

回も合意しておいて、できませんというわけに

はいかないです。ですから、そういうふうに大

きな絵の中で、日本としてやるべきことを明ら

かにするべきだと思います。日本の安全保障の

ために、東アジアの安全のためにも、信頼醸成

をやるべきだし、それはこの地域にある日本が

立案してアメリカを巻き込んでいくべきだと

思っているのです。これはアメリカから来るア

イデアではない。日本がいろんなことを考えて

進め、アメリカを巻き込んでいくアイデアです。

日米中の信頼醸成会議とか、あるいは東アジア

サミットを使ったもろもろの行動、こういうこ

とも日米で話をする。 

国と国というのは、常にそういうものだと思

います。国民の希望だとか、国民の願望だとか

いって、1つのことだけを相手にぶつけて結果

が出るか。そんなことはない。拉致、拉致、拉

致といって結果が出ますか。そんなことはない

んです。 

 

質問 田中さんのお書きになった『外交の

力』でも、メディアの力ということをしきりに

強調して、きょうのペーパーの中では日米諮問

委員会的なものをつくったらどうかというこ

とを書いておられます。そこでメディアに対す

る注文というか、もうちょっと具体的に、メデ

ィアはどうするべきだった、これからどうする

べきかというようなことについて、お話しいた

だければと思います。 

 

田中 こんなことをいうと怒られるかもし

れませんけれども、メディアの方も、政治家も、

官僚もすべて含めて、実は世論を怖がっている

と思います。だけど、国民はそんなにばかじゃ

ないと思います。つくられた世論、我々が考え

る、メディアの方が考える世論というのは、決

して正しくはないんじゃないかと思います。世

論というのはもっと合理的だし、もっと理解が

あるのだと思う。ところが、なぜか民主主義国

の陥りやすい弊害というのはポピュリズムで

ある。これは日本に限らず、ヨーロッパでも、

アメリカでもそうだと思うんです。 

私は、別に小泉さんが好きだとかなんとかと

いうことは全然ありません。私自身、いろんな

総理大臣に仕えました。職として仕えるわけで

あって、個人に仕えるわけではありません。“劇
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場型政治家”だとか、“世論を力に”というよ

うなことをいわれていますけれども、彼が誇っ

た力というのは、世論を変える力だったんです

よね。だから、あの政治家が思っていたのは、

合理的な説得をすれば必ず世論は変わる、とい

うことです。要するに世論を恐れていなかった

んですね。 

だけど、多くの方は、ペンを持っておられる

方、デスクの方、外務省の役人の人たちも含め

てそうなんです。自分がつくりあげた何となく

恐いなと思う世論、それに基づいて行動をして

いないと――合理的な行動をとっていないと

思いこみがちです。みんな王より王党になって

いると、私は思う。 

ですから、メディアに申しあげたいことは、

我々はプロフェッショナルなので、もう少しプ

ロフェッショナルに議論を尽くして、それを真

正面から書こうよ、ということ。常に政治的な

――政治的というか、政局というか、世論操作

というか、そういうところではなくて、やっぱ

りプロフェッショナリズムというものをもう

少し貫徹させていく必要がなくはないですか、

ということを申しあげたいと思います。 

 

質問 信頼醸成を形成していく場合、何が

信頼の基礎になるのでしょうか。 

 

田中 信頼といった意味は、相手に対する

コンフィデンスというか、信頼なんです。それ

は、例えば私がだれかに信頼を持つとか、信頼

を持っていないというのは、その人のことをよ

く知っているか、その人の行動を予期すること

ができるかどうか。行動を予期するというのは

どういうことかというと、法に従ってこの人は

行動するから、コンフィデンスがあるといった

ようなことです。あるいはこの人は地位がある

から変なことはするまい、そういうコンフィデ

ンス。あるいは非常によく知っているから、コ

ンフィデンスがあるということです。 

とりわけ日中の間では、人民解放軍がどうい

う意識で、どういう行動をするのかということ

について、十分な知識が日本にあるとは私は思

わないし、向こうが日本について知識を持って

いるとも思いません。ですから、多くの場合に

おいて、読み間違い、見間違い、考え違いの世

界が支配していく。北朝鮮なんていうのはその

最たる例だと思います。 

私たちは、少なくとも信頼といえるものを得

るために、何百時間と話をせざるを得なかった。

1年かけて交渉せざるを得なかった。そういう

基本的な信頼というのか、コンフィデンスが相

手になくて、リスクをとれるでしょうか。とれ

ないと思いますね。だから、そういう意味のコ

ンフィデンスです。 

 

司会 時間がありませんので、先に質問を

してもらい、まとめて答えていただきます。ど

うぞ。 

質問 東シナ海のガス田ですが、温家宝さ

んは、日本へ来て、今後もまた話を進めようと

いったのに全然進まない。どうなったのか。そ

れから人民解放軍と政治とのかかわりですが、

胡錦濤さんのシビリアンコントロールがきい

ているのかきいていないのか。分かりませんが、

あまりきいていないようにもみえます。この複

雑な政治と軍との関係なんかで、日本はどうや

ってつき合っていくべきなのか。 

 

質問 ＴＰＰに絞ってお話をうかがわせて

いただきたい。この問題で最後に残るのは、タ

マネギの芯ではありませんが、農業の既得権益

なんですね。だから、農業の既得権益というの

は何で構成されているのかを、もう少し勉強し

なくてはいけない。そうでないと、いくら農業

改革をいってみても、結局は昔とあまり変わら

ないんじゃないだろうか。 

ガット・ウルグアイ・ラウンドの 6 兆 100

億円なんていうのは、私は国辱ものの予算だっ

たと思います。私自身、本当にあのときいろい

ろ書いたんだけれども、だれも見向きもしてく

れなかった。そういう状況の中で、ここをブレ

ークスルーするには、この先を一体どう考える

べきなのか。 

司会 では、この 2 つの質問に対してお答
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えいただき、あと一人手が挙がっていますので、

それで最後にします。 

 

田中 別に中国の問題だけではなくて、普

天間の問題も、一体、日本政府はどうなってい

るんだ、とアメリカは思っているでしょう。総

理大臣に実現能力があるのかないのか、という

ことですね。 

私、別にやゆして申しあげるつもりはないん

ですけれども、中国という国は、従来からそう

ですけれども、極めて大きな路線闘争がある。

権力闘争が行われている国だと思います。リベ

ラルだといわれている温家宝首相が日本に来

て、合意をつくったことに対して、人民解放軍

をはじめコンサーバティブ（保守的）な勢力と

いうのは反対したということだと思います。で

すから、常に足の引っ張り合いがあることは間

違いない。それは別にガス田の話だけではない

と思います。 

いまの中国で気をつけなければいけないの

は、いわゆる保守主義者。保守主義というのは、

中国の場合には、原理的な共産主義者なんです。

非常に国家の介入を強く、より自国の覇権的な

利益を求める人たち、こういう人たちと、いや、

それはいけない、これだけ相互依存関係が強く

なれば、我を通すわけにはいけない、という一

種のやわらか路線との間での対立が常にある。

これからもそうだと思います。 

私たちは、それがおかしいとか何だというこ

とではなくて、それでは、どうしたら彼らのや

わらか路線、より常識的なリベラルというか、

より国際社会との関係を重んじ、かつ国内改革

が必要だと思っている人たちを支援していけ

るのか。そのための政策を考えていく必要があ

ると思います。ガス田の開発なんていうのは、

まさにその 1つの例だから、これを追求してい

くためにはどうしていくのかという、単になぜ

ということではなくて、それを実現していくた

めの施策を考えていかなければいけない。 

それから、ＴＰＰの農業の議論。これも王よ

り王党というのか。既得権益がものすごく大き

くて、壊すことができないような利益だと思い

がちだということはあると思うのです。これは

世論を大きくみてしまうというか、世論を怖く

思い過ぎてしまうということと同じなのです。

申しわけないが、農業というのはＧＤＰの 1％

の寄与率しかないわけです。核は農協なんです。

農協の力というのは、要するに兼業農家、これ

があるから農協が力を持つ。要するに兼業農家

が肥料をもらい、それからトラクターをあっせ

んするのは一体だれなのか。金融も含めて、農

協なのですよ。 

農協は、そういう意味からいけば、現在の農

業のあり方で利益があるのです。これは悪いと

かいいということを申しあげているわけでは

ないわけです。ただシステムを変えなければい

けないということを申しあげているわけです。

兼業農家を支援するようなシステムをつくる

というのが、本当にこの国のためですかという

ことなのです。 

確かに農協を通じた集票ということはある

わけです。ですから、そういうものを壊してい

くためには、政治の力がいることは間違いない。

これはまた傲慢だといわれるかもしれないが、

外交というのは結果をつくるということなん

です。結果をつくるためにはどうするか。また

皆さんに怒られそうですけれども、何かの目的

達成のためには、民主主義が許容する範囲内で

権力者と結びつくことだって許される、と私は

思うわけです。それは手続を踏み越えてはいけ

ませんよ。だけど、やっぱり総理大臣の力を活

用して結果をつくるということが、決して非難

されるべきものではないと思います。 

変わる、変わらないという議論がありました

けれども、日本という国を考えてみたら、ずっ

と外の力によってしか変わっていないのでは

ないだろうか。なぜ自分の力で変わっていかな

いのだろうか。どんなに権力者、英明な人がい

たとしても、それは外国の圧力との絡みで国を

開いていったとか、物を変えていった、という

ことがいえるのではないだろうか。 

だから、アメリカの力を使うことも許される

んじゃないか、というふうに、無責任な民間人

の立場からすれば、私は思います。 
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司会 では、最後の質問です。 

 

質問 ＴＰＰ、それから外交を語るときに、

それぞれの立場で国益、国益とおっしゃいます。

田中さんのペーパーの中にも、「安保やＴＰＰ

の協議は日本の国益に直結することである」と

あります。皆さんがそれぞれの思惑での「国益」

という単語を使うために、論議が混乱している

ような気がします。「国益」という言葉をどう

いうふうに定義したらいいのか、それを教えて

ください。 

 

田中 国益を定義するというのは難しいと

思います。それぞれの人のそれぞれの経験によ

って国益の定義が違うと思います。 

私は、私の 37 年間の外務省の経験、それか

らやめてから 6年間、いろんな国で、あるいは

国内でいろんな議論をして、これが日本のため

だと思う概念で国益という規定をしています。

それは何かといえば、やはり日本国がより豊か

で、より安全に生きていけるということが、日

本にとっての国益である、というふうに思って

います。 

たぶん、日本がより豊かに、より安全で生き

ていけるということが国益ではない、という人

はいないと思います。それが一番大きく国益を

とるとり方だと思います。ただ、その方法論に

おいて、違いは大きくあると私は思う。 

その方法論というのは、私は自分がオペレー

トしてきた外務省の役人としての自分のプロ

フェッショナリズムに基づいて、まさに十分な

情報を持って、確信を持って、大きな絵をかい

て、力を活用してこそ、初めて国益がつくれる、

と思っています。だから、私にはきれいなこと

をいうつもりは全くないのです。結果をつくる

ために、権力者と結びつけ、結果をつくるため

にアメリカの力だって活用する、それが悪いこ

とだとは全く思いません。 

 

司会 相当深いやりとりができたような気

がいたします。ありがとうございました。田中

さんのきょうの揮毫は、「覚悟を持とう」の、

その一言でありました。（拍手） 

 

 

（文責・編集部） 


